
の割合
2 ら

40 43 46 50 50 -
し ％ 37

38.4 0 - - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：令和  3年 2月16日 1頁

後期基本計画 令和　３年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０１ 市民の信頼と負託にこたえる行政体制の構築

総務課長  高橋　克周

多様化する市民の価値観に的確に対応し、市民に信頼される行政サービスを提供する体制づくりを推進することが大切です

。そのため滝沢市自治基本条例等の上位方針に沿って、地域づくりの推進を担う能力を有する職員の人材育成及び職員の能

力を引き出す人事管理を行います。また、行政運営の透明性の向上を図り、行政に関する情報を積極的に提供することはも

ちろんのこと、コンプライアンスの徹底に取り組むことにより、規律ある行政運営の確保に努めます。

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

暮 滝沢市の行政サービスは良いと感じている人の割合

1 ら 40 43 46 50 50 -
％ 37

し 38.4 0 - - - 0.0

幸 滝沢市に愛着がある人の割合

2 75 77 78 80 80 -
％ 74.6

福 69.1 0 - - - 0.0

平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 4年度

06010100 住民自治を支える職員の育成と適切な人事管理
暮

職員の研修参加者数
1 ら

350 350 350 350 350 -
し 人 333

1,041 0 - - - 0.0

06010200 規律ある行政運営の確保
暮

滝沢市の行政サービスは良いと感じている人



状

期間及び令和 3年度

況

重点課題に基づく優先

分

順位の考え方
人事評価

析

制度の公正かつ円滑な

(

運用に重点を置きくと

２

ともに、評価内容の活

)

用を行います。併せて

 

人材育成基本方針に基

基

づ

く職員の意識・能力

本

向上及び市民から信頼

施

される職員の育成に関

策

する研修を継続的に実

の

施します。

実現に影響する社会環境変化

(３) 政策との関連性

３．基本施策の実現に向けての取り組みを決定する
(１) 基本施策の達成（実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：令和  3年 2月16日 2頁

後期基本計画 令和　３年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０１ 市民の信頼と負託にこたえる行政体制の構築

総務課長  高橋　克周

職員定員管理計画による適切な人事管理や人材育成基本方針に基づく職員研修を実施し、多様化する市民の価値観に柔軟に

対応できる職員の育成に努めています。経営資源である「

政

ヒト」「モノ」「カネ

 

」「情報」の各資源の

 

うち、「ヒト」につ

い

 

ては、最も重要な資源

 

であり、総合計画基本

策

構想の幸福感を育む環

:

境づくりを進めるため

基

に行動できる職員の育

本

成が、重

要であると考

施

えています。さらに、

策

滝沢市行政基本条例に

:

ある職員の倫理・行動

主

原則に基づく、コンプ

管

ライアンスの遵守と

主

課

体的に行動することが

長

、職員に求められてい

職

ます。

【外部環境分析

・

】

職員採用試験の申込

氏

者数が減少傾向にある

名

中で、幸せを実感でき

関

る地域社会の実現のた

係

め、新たな価値を創造

課

しつづける職

員を求め

長

る必要があります。

【

職

内部環境分析】

人事評

・

価制度の導入、働き方

氏

改革の推進、女性の活

名

躍推進及び職員の任用

２

形態の多様化など制度

．

が複雑に変化する中で

基

、市

民との信頼関係を

本

構築できる職員を育成

施

し、市民主体の地域づ

策

くりの推進を支援でき

の

る組織の構築が必要で

実

す。

人材育成基本方針

現

に基づき、市民に信頼

に

される職員の育成を目

向

指すとともに、職員の

け

意識の向上を図ること

て

が大切です。

市民の価

の

値観の多様化に伴う課

現

題に対応できる職員及

状

び体制を構築するため

を

、市民と丁寧な対話が

認

できる職員を育成し、

識

経

営資源としての「ヒ

す

ト」を適正に配置しま

る

す。

(２) 基本計画

(

期間内の取り組みと方

１

針のうち、令和 3年

)

度の重点課題
・人材育

 

成基本方針に基づく適

基

切な人事管理と職員の

本

人材育成のための人事

施

評価制度の円滑な運用

策

・働き方改革を推進す

目

るための体制整備

・行

標

政手続法及び行政手続

の

条例の対象事務の整理

進

・法制執務研修の充実

捗

強化

(３) 基本計画



政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：令和  3年 2月16日 3頁

後期基本計画 令和　３年度 基本施策方針書

０６ 次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
０１ 市民の信頼と負託にこたえる行政体制の構築

総務課長  高橋　克周

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度

06010100  住民自治を支える職員の育成と適切な人事管理
1

3,558 3,555 0.1 3,558 3,558 3,558 14,232

06010200  規律ある行政運営の確保
2

6,376 6,290 1.4 6,332 6,332 6,332 25,372

06019000  【6-1 基本施策目標値入力用】
2

0 0 0.0 0 0 0 0


